
w ㎜㎜このｒとについて､次のとおり 回 路　 むてよろしいかｲ ＼ﾌﾟi°

各市町企画（地域振興）担 当課長　 様

市町村 第14  8  5 号

平成２５年９月１８日

‰ 詐 誨

佐賀県経営支援本部市町村課長

（　　公　　 印　　 省　　 略　　 ）

地域おこし協力隊・集落支援員 に関する調査について（照 会 ）

このことについて、別添のとおり総務省地域力創造グループ地域自立応援課か

ら、平成２５年度の事業実施状況の把握、及び特別交付税の算定基礎の参考とす

るため照会がありました。

ついでは、下記により資料の提出をお願いします。

１

２

３

記

提出書類

（１）平成２５年度地域おこし協力隊調査表（市町村分）

（２）平成２５年度集落支援員調査表（市町村分）

（３）活動事例紹介シート

（４）地域おこし協力隊・集落支援員研修情報シート

提出方法　 電子ファイル としてメール送 信

提出期限　平成２５年１０月２５（金）

※該当ない場合も、必ずその旨ご回答願います。

４　 提 出 先　 下記担当　 白演　 あて

削 けﾉ

幃 屶なし



各都道府県

各都道府県

「地域おこし協力隊」担当課　御中

「集落支援員」担当課　御中

総行応第２０４号

平成25 年丿月17 日

総務省地域力創造グループ

地域自立応援課

地域おこし協力隊・集落支援員に関する調査について（照会）

標記の件について、平成２５年度の事業実施状況の把握、及び特別交付税の算定基礎の

参考とするため、下記の調査票について回答してください。

また、貴管内の市町村についても、周知、取りまとめの上、回答をお願いします。

記

１　調査様式

・平成２５年度地域おこし協力隊調査票（都道府県分・市町村分）※１

・平成２５年度集落支援員調査票（都道府県分・市町村分）

（参考別紙）

・地域要件確認表

・特別交付税措置の内容について（参考）

※１　調査票については、エクセルの拡張子「.xlsx」で作成しています。.xls等の拡張子の

場合、様式中の転出地・転入地のプルダウンが有効では無い場合がありますので、

その場合には、別紙「地域要件確認表」にて確認の上、直接入力をお願いします。

２　提出期限等

期　　限：平成２５年１１月１５日（金）必着

・担当　辻出（μsujide@soumu･gojp ）までメールにてご提出ください。

・該当のある自治体についてのみ回答ください。

・該当がない場合にはその旨ご連絡ください。

３　 その 他

・各地 域 の 活動状 況 を把 握 し たい た め、別 添 の 「活動 事 例紹 介 シ ー ト」 に 必要 事項 を

記 載 の上 、 併せ て 送 付 してく ださい。

※いただいた情報は総務省内部でのみ使用させていただきます。ＨＰに掲載する等外部に情報を発

信する場合は、別途相談させていただきます。

※総務省ＨＰ に事例が掲載されていますので、参考にしてください。

地域おこし協力隊：

集 落 支 援 員　：

08_03000066.html

・各都道府県やブロック等での研修会や交流会等（有志等で開催されているものも含

む）の開催状況を把握したいため、ご存じの場合は、別添「地域おこし協力隊・集

落支援員研修情報シート」に必要事項を記載の上、併せて送付してください。

連絡先

総務省地域力創造グループ

人材力活性化・連携交流室

担当　矢口係長、辻出事務官

ＴＥＬ：03-5253-5394

ＦＡＸ： ０ 3-5253-5537



附 表 平 成 ２５年 度 地 域 おこし 協 力 隊 調 査 票( 市 町 村 分)

(担当：人材力活性化･連携交流室 汢出　TEL : 03-5253-5394　E-mail

①
事 業 の 実 施 内 容

(細道府飛のみいずれかに○)／ 都道府県が直接実 施 ／ 市町村に補助金･交付金を支出

② 地域おこし協力隊の名称 武雄市地域おこし協力隊

③ 委嘱等根拠 武雄市地域おこし協力隊設置要綱

④ 地域おこし協力隊員の位置づけ 外部協力者として委嘱のみ1 名

⑤ 広報 活動の方 法､ 内 容 公募無

⑥

隊

員

の

委

嘱

期

間

転

出

地

転

入

地

等

ｉ）委嘱期間
ii ）転 出 地

都遭府県l市区町呎 備考

iii)転 入 地

都道府県 市区町村　備考

iv)月額

報償費等

Ｖ) 活動

日 数
vi)年齢層 vii)性別

隊員A
H25.4.1～H26  3.31

(1年j

東京都, 港 区 佐賀県, 武雄市
379750 225日 40歳代 女

3大都市圏内 都市地域 3大都市圏外 条件不利地域

隊員B

隊員C

隊員D

隊員E

※行が足りない場合は､ 適宜追加してください。

⑦

地域協力活動の

内容

(該当するものに○を
記入､複数回答可)

ﾁｪｯｸ　　 地域協力活動　　　　　　　　　　　　　　　 活動内容

農林水産業への従事等

･水源保全 一監視活動

環境保全活動

住民の生活支援

○　地域おこしの支援　　　　　　　　　　 地域の情報発信､ 特産品の販売支援

その他

⑧

地域おこし協力隊に要する経費 （単位:千円）

項　目
事業費

Ａ

特定財源

Ｂ

一般財源

(Ａ－Ｂ)Ｃ
経 費 の 内 訳 ・考 え 方

H2 い 卜 う 冫……11=.'.r.･;';'.･'jgj''.･円 心 ２戸 ／リ

幌月 バ　汗り口 闘

I沛用自 星　Ｎ'にい｢･≒

畦友 八 八万一心円

仟卜 川 ダストこ そ元　；‥'こ･'･｢j

.゙ T';I'.几･y,へ､:'口

Ｉ) 報償費等

Ⅱ) 報償費等

以外

Ⅲ) 募集等に

要する経費

４ 卵7

1 ≒r,j

し

4,557

1,504

338

合 計 6,399 ０ 6,399

その他( 記載要領3(2) ③に関する事項)

⑨



【附票】 記入要領

① 事業 の実施内容

※都道府県分のみいずれかに○を記入すること。(両方実施している場合については､ それ ぞれについて

別葉とすること。)

② 地域おこし協力隊の名称

･各地方自治体における地域おこし協力隊の名称を記入すること。

③ 委嘱等根拠

･地域おこし協力隊員に対して地域協力活動を委嘱する際の根拠となる条例･規則･ 内規等の名称を記入す

ること。

④ 地域おこし協力隊員の位置づけ

･地域おこし協力隊の位置づけ(地方公務員法上の一般職､ 特別職､ その他)を記入すること。

⑤ 広報活動の方法､ 内容

･地域おこし協力隊員の委嘱にあたり､地方自治体がその対象者及び従事する地 域活動の内容等を公表す

るために行った(行っている)広報活動の方法およびその内容について記入すること。ホームページに掲載

している場合は､ 掲載ページのＵＲＬも記入すること。

例:･ 市及びJOIN( 移住･交流推進機構) のホームページ上に募集情報や隊員の活動状況を掲載

･市の広報誌に隊員の活動体験記を掲載

⑥ 隊員の委嘱期間一転出地一転入地等

･各協力隊員に関して下記i) ～Vi) について記入すること。

ｉ) 委嘱期間

委嘱( 予定) 期間を記入すること。　　　　 例:平成23 年8 月1 日～26 年3月31 日(2 年8ヶ月)

ii)、iii)転出地｡ 転入地

･上段に隊員の転出地の｢都道府県｣･｢ 市区町村｣( 住民票を移動する前の居住地) 及び転入地の｢ 都

道府県｣･｢ 市区町村｣( 住民票を移動した後の居住地)を記入すること。

･下段の地域要件区分によって､｢ 備考｣に地域指定の対象区域内外か､ 隊員経験者であるかどうかわ

かるよう記入すること。

例1) 転出地:東京都練馬区→転入地:東京都楢原村

地域要件区分:(３大都市圏内の都市地域→３大都市圏内の条件不利地域)

例２)転出地:岡山県岡山市中区→転入地:長野県阿南町

地域要件区分:(政令指定都市の条件不利地域指定の対象区域外 →３大都市圏外の条件不利地域)

例3) 転出地:山梨県富士吉田市→転入地:岐阜県高山市旧荘川村地区

地域要件区分:(３大都市圏外の都市地域→３大都市圏内条件不利地域指定の対象区域内)

例４)転出地:滋賀県高島市→転入地:千葉県勝浦市(※隊員経験者)

地域要件区分:(３大都市圏外の条件不利地域→3 大都市圏内の条件不利地域)

iV) 報償費等

･隊員の月額報酬等を記入すること。　　 例: 月16 万円

Ｖ)活動日数

･隊員の平均活動日数を記入すること。　 例: 週５日、週２～５日程度

Vi)年齢層

･隊員の年齢層を記入すること。　　　　　 例:20 歳代､50 歳代

⑦ 地域協力活動 の内容
･総務省通知｢『地域おこし協力隊推進要綱の一部改正について』(平成２５年３月２９日付け総行応第５６

号､ 総行人第７号

(別添資料を含む)) に基づき､ 地域おこし協力隊員に委嘱した地域協力活動について､ 該 当するものにＯを

記入し､ 活動内容欄に活動内容を具体的に記入すること。(実施予定段階のものも含めて記 入すること。)

･この欄のみで地域おこし協力隊員としての活動内 容が十分理解できる内容とすること。

一隊員ごとに活動内容が分かれている場合には､ ⑤ の隊員記号(Ａ～)と対応させて記入すること。

･適宜､ 関連資料(取組が具体的にわかるような広報等)を添付すること。

⑧ 地域おこし協力隊に要する経費

･地域おこし協力隊事業に係る総事業費と､うち特定財源の額を記入すること。(本表 の｢Ａ 事業費｣｢Ｂ 特

定財源｣｢Ｃ 一般財源(Ａ一Ｂ)｣欄合計と突合)

･経費の内訳･ 考え方

･予算書等に準じ､ できるだけ詳細に内訳を記入すること。なお､ 特定財源の内容につい ても記入するこ

と。

⑧ その他( 記載 要領３(２)③に関する事項)

･記載要領3(2) ③による隊員を受入れた自治体においては､ その隊員がこれまで一定期間(２年以上) 地

域おこし協力隊として活動し､ かつ､ 解嘱から1 年以内であることを確認した方法について記入すること。



地域おこし協力隊・集落支援員活動事例紹介シート

※別紙｢記載要領｣を参考に､ 貴自治体の状況をご記載ください。

都道府県名 市町村名 担当課名 担当者名 電話番号

佐賀県 武雄市 企画課 小柳真一 0954-23-9325

○ 地域おこし協力隊情報 集落支援員情報

○隊員・支援員情報
非常に優秀であり､ 全 国に活動事

例を紹介したい隊員･ 支援 員がい

る。（※）

左記に該当する隊

員･支援員 隊員･支援員

※総務省では､ 全国の地域おこし協力隊･集落支援員等を対象にした研修等を行っており､そうした場で先進的な活動

を行っている隊員･支援員･自治体から事例報告を行っていただいております｡ そうした場で事例報告することで､ 他自治

体の地域おこし協力隊等の効果的な運営に資することが出来る隊員がいる場合は､ 上記に○をしてください。

※上記に○をしていただいた場合、当省から個別に連絡させていただく場合があります。

A 隊員･支援員
永田裕美子 協力隊員　H25.4.1～H26.3.31まで活動予定
以前はテレビ朝日等に勤めていた経験を活かし､武雄市の行政放送｢市民だよ
り｣の企画､取材､編集等全般を行っている。

Ｂ隊員･支援員

C隊員･支援員

D隊員･支援員

E隊員･支援員

※必要に応じて､ 行を追加してください。

○ 活 動 内 容

地域協力活動の内容(該当するものに○をつけてください【複数回答可】)

農林水産業への従事等 住民の生活支援

水源保全･監視活動 ○ 地域おこしの支援

環境保全活動 ○ その他

活動内容を
具体的に記載
してください。

･武雄市の広報番組である｢市民だより｣の企画､編集､取材等の活動を実施。
･将来的な武雄市での起業を見据えての情報集や資源の発掘を実施。
･特産品の販売支援
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